
　「今の時代に合わせて，判例の読み方を丁寧に教える教材を作りませ
んか」というお話をいただいたのは，2014年の夏でした。判例集は巷
に溢れており，有斐閣のものだけでも，『憲法判例百選Ⅰ・Ⅱ』『憲法
判例』『憲法判例集』『判例憲法』などが思い浮かびます。また，判例
の数を50件に絞った教材も，『憲法の基本判例』など，以前になかっ
たわけではありません。しかし，続々と重要判例が生まれる中でこれら
を思い切って整理し直すことは学習の便宜上必要なのではないか。ま
た，時代の変化に応じて，比較的学生に歳の近い私たちの世代が私たち
なりの書き方をすることにも意味があるのではないか。私たちは，その
ような思いから，上記のコンセプトに共鳴してこの本の執筆に取り組み
ました。
　私たちは，同じ時期に同じ大学院の研究室で学び，近隣の大学で授業
内容に対するツッコミの厳しい学生を相手に悪戦苦闘しながら授業をし
てきたという共通の経験をもっています。憲法に対する基本的な理解を
共有しながらも，執筆にあたり気づいた細かな疑問点を議論し，またそ
れぞれが授業をする中で培った工夫・アイデアを持ち寄って，何度も検
討を重ねました。
　その中で生まれた本書の特徴は，次のような点にあります。まず，
〔事案をみてみよう〕の内容の充実です。この事案がなぜ，そしてどの
ような憲法問題になるのかを，読者のみなさんに少しでも実感してもら
えるよう，当事者が置かれた立場，背景の時代状況や法律のしくみを丁
寧に描こうとしました。次に〔読み解きポイント〕を明確にする一方，
〔この判決・決定が示したこと〕をそれに対応させ，かつ簡潔にまとめ
たことです。そして〔解説〕では，学説の詳細には立ち入らず，憲法全
体の中でのこの判決の位置づけや判決文の内容について，できるだけか
み砕いて説明を施しました。また，随所で欄外に注を置いているのも本
書の特徴です。参照条文や難しいと思われる法律用語のほか，時代背景
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など，かなり多くの事項について説明を行っています。
　読者のみなさんには，ぜひ，〔事案をみてみよう〕から目を通してほ
しいと思います。この箇所で，具体的な事件のありようを想像し，当事
者の立場で怒りや悩みを共感したうえで，大きな論点の所在（たとえ
ば，なぜ，どのような基本的人権の問題になっているのか）をつかむこ
とは，判例の生き生きとした理解にとって大切となります。そして〔読
み解きポイント〕で，判決文に対応した，より正確な論点を知ったうえ
で，判決文にチャレンジしてみて下さい。さらに〔この判決・決定が示
したこと〕〔解説〕を読んでこの判決の意味を確認した後にも，その内
容を頭に置きながら繰り返し判決文を読んで下さい。プロの裁判官が書
いている判決文は，法律家に特有の用語や文章で書かれているので，初
学者にとっては難解で，極端にいえば日頃使う言葉と同じ日本語だと思
えないでしょう。それゆえ，判決文の内容と論理を身につけるために
は，外国語学習と同じように，「習うより慣れろ」で，実際の判決文を何度
も丁寧に読み返すことがよい方法になるのです。本書で仕込んださまざま
な工夫が，判決文を理解するための助けとなっていれば，うれしいです。
　本書の執筆にあたっては，有斐閣書籍編集第一部の中野亜樹さん， 
三宅亜紗美さんに大変お世話になりました。編集会議の日程調整や資料
の整理のみならず，草稿に対し読者の立場から忌憚ないご意見をお寄せ
下さったことは，執筆の大きな助けになりました。また最終段階には琵
琶湖畔で合宿を企画してくださいました。このような合宿は私たちにと
って初めてのことであり，作業の合間に眺めた，夏の終わりの静かな湖
と空の佇まいは良い思い出となりました。細かな心配りと絶妙の締め切
り設定で，比較的短期間のうちに完成まで導いて下さったことに心から
感謝を申し上げます。
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viii

本書の使い方

ここに掲げた書誌に，この項
目で取り上げた判決文・決定
文の全文が載っています。「出
典」と呼ばれます。「民集」
などの略語については「凡例」
（p.x）を参照してください。

この事件のおおまかな内容で
す。

事案をみてみよう
　レンタルDVD店の会員になるときや通信販売を利用するときに，住所がないと困
る。住所は，このような私生活の上での利便だけでなく，選挙権を行使したり社会保
障を受ける際にも必要となる。それゆえ，住所は公的に把握されることになっている。
　住所の把握は，主として，市町村の役割である。引っ越しなどで市町村の役場に，
転出・転入届を提出したことのある人もいるだろう。市町村長は，住民票を編成して，
住民基本台帳を整備し，住民に関する正確な記録が行われるように努めなければなら
ない（住民基本台帳法3条 1項など参照）。
　もっともこのような住民や住所に関する記録を編成する事務には大変な手間がかか
る。そこで，1999（平成11）年から，氏名・生年月日・性別・住所，住民票コードおよ
びこれらの変更情報を加えた本人確認情報を，市町村・都道府県・国の機関等を結ぶ
ネットワーク上で共有・管理する仕組み（「住基ネット」）が構築され，運用されている

＊1
。

　このような住基ネットは，行政を効率化する反面，個人情報が電子化された上で大
量に集められることから情報流出などのおそれもある。また，そもそも人間を「デー
タ」として処理し管理するというのはあまりにも人間味がないともいえる。
　そこで，Xらは，このような住基ネットによって，憲法 13条の保障するプライバ
シー権やその他の人格権が侵害されたと主張し，台帳を保管するY市に対して，損
害賠償と住基ネットからのみずからの住民票コードの削除を求めた。第 1審はXら
の請求を棄却したが，控訴審では反対に請求の一部である住民票コードの削除が認め
られたため，Y市が上告した。

読み解きポイント

憲法13条は，個人情報が開示・公表されない自由を保障しているか。
住基ネットが管理する情報はどのような性質のものであるか。
住基ネットの安全性に問題はないか。

1
2
3

判決文を読んでみよう
1 　「憲法13条は，国民の私生活上の自由が公権力の行使に対しても保護されるべ
きことを規定しているものであり，個人の私生活上の自由の一つとして，何人も，個
人に関する情報をみだりに第三者に開示又は公表されない自由を有するものと解され

Point 

016

05
個人情報を開示・公表されない 
自由と憲法 13条 住基ネット訴訟

最高裁平成20年3月6日判決（民集62巻3号665頁） ▶百選Ⅰ-21

＊1│
2013（平成25）年にマ
イナンバー関連4法が成
立し，2016（平 成28）
年からマイナンバー制度
（後述）が実施されてい
る。これにともない住基
ネットにおける本人確認
情報に個人番号（マイ
ナンバー）が追加されて
いる。

この項目で取り上げる判例で
す。この場合，最高裁判所
で平成 20年 3月6日に出さ
れた判決のことです。詳しく
は，「凡例」（p.x）を参照し
てください。

この項目で取り上げた判例を
指してよく使われる事件名が
ある場合には記載しています。

この項目で学ぶことを示して
います。

判例

サブタイトル・
事件名

タイトル

出典

事案

1 2

1

2

3

4

43

エンピツくん

性別：たぶん男子。
年齢：ヒミツ。
モットー：細く長く。
シャーペンくんを
ライバルと思っている。

どんな事案に対して
どんな判断が示され
たかを順番に確認す
ることが大事！ まず
は事案を丁寧に読ん
でみよう！

以下の判決文・決定文を読むと
きにどのようなところに着目すれ
ばよいか，意識するとよいポイ
ントを説明しています。

読み解きポイント



ix

る〔京都府学連事件（［判例 04］）参照〕」。
2 　「そこで，住基ネットがXらの上記の自由を侵害するものであるか否かについ
て検討するに，住基ネットによって管理，利用等される本人確認情報……のうち 4
情報は，人が社会生活を営む上で一定の範囲の他者には当然開示されることが予定さ
れている個人識別情報であり，変更情報も，転入，転出等の異動事由，異動年月日及
び異動前の本人確認情報にとどまるもので，これらはいずれも，個人の内面に関わる
ような秘匿性の高い情報とはいえない。」
3 　「また，……住基ネットによる本人確認情報の管理，利用等は，法令等の根拠
に基づき，住民サービスの向上及び行政事務の効率化という正当な行政目的の範囲内
で行われているものということができる。住基ネットのシステム上の欠陥等により外
部から不当にアクセスされるなどして本人確認情報が容易に漏えいする具体的な危険
はないこと

＊2
，受領者による本人確認情報の目的外利用又は本人確認情報に関する秘密

の漏えい等は，懲戒処分又は刑罰をもって禁止されていること，住基法は，都道府県
に本人確認情報の保護に関する審議会を，指定情報処理機関

＊3
に本人確認情報保護委員

会を設置することとして，本人確認情報の適切な取扱いを担保するための制度的措置
を講じていることなどに照らせば，住基ネットにシステム技術上又は法制度上の不備
があり，そのために本人確認情報が法令等の根拠に基づかずに又は正当な行政目的の
範囲を逸脱して第三者に開示又は公表される具体的な危険が生じているということも
できない。」

この判決が示したこと

　本判決は，憲法13条が，「個人に関する情報をみだりに
＊4
第三者に開示又は公表さ

れない自由」を保障していることを確認した。もっとも，住基ネットが管理・利用する氏
名などの情報は通常の社会生活では他人に公開されていること，住基ネットは，住民
サービスの向上，行政の効率化といった正当な目的で利用されていること，システム
上も外部への漏えいなどの危険は高くないことなどを理由に，住基ネット自体は違憲・
違法なものではないとした。

解説
　京都府学連事件（［判例 04］）のあと，外国人登録

＊5
の際に指紋を強制的に押させる制

度（指紋押
おう

なつ制度）の合憲性が争われた事件（最判平成7・12・15刑集 49巻 10号 842頁
〔百選Ⅰ─13〕）や，役所がある人の前科について弁護士の問い合わせに応じて開示した
事件（最判昭和56・4・14民集 35巻 3号 620頁〔百選Ⅰ─19〕）などで，最高裁は「みだり
に指紋の押なつを強制されない自由」や「前科等をみだりに公開されない自由」が憲
法 13条で保障されるとしつつ，これらへの制約の合憲性，合法性を個別に検討する
のみで，プライバシー権一般が憲法上の保護を受けているかを明らかにしてこなかっ
た。本件でも，「プライバシー権」という言葉は用いられず，「個人に関する情報をみ
だりに第三者に開示又は公表されない自由」を憲法13条が保障していることが明ら
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＊2│
住基ネットは，専用回線
で構築され，インターネ
ットには接続しないなど
厳重な管理がなされて
いると言われている。

＊3│
マイナンバー制度の施
行に関する番号関連4
法制定による住民基本
台帳法の改正以前は，本
人確認情報処理業務を
行う者が総務大臣により
指定されていた。これを
指定情報処理機関制度
という。現在は上記の改
正により，地方公共団体
情報システム機構が同
様の業務を行っている。

＊4│

［判例04］＊2参照。

＊5│
2012（平成24）年以前
は，わが国で暮らす外国
人の住民を把握するた
め，市町村等が外国人
の住民に関する記録を
作成していた。これを外
国人登録制度という。

用語や考え方，背景，関連
事項など，この判例を理解す
るために必要なことを説明し
ています。

ここが，裁判所が示した判断をまとめた部分で
す。全文は実際にはもっと長いものですが，こ
こでの学習に必要な部分を抜き書きしています。
判決文・決定文の中でも，特に大事な部分に下
線を引いて，「Point」マークを付けています。

左右のスペースで，発展的な内容や知っていると
役立つことを付け加えています。余裕があれば読
んでみましょう。

解説

判決文・決定文

ここまでに読んだ判決文・決
定文が「結局何を言いたかっ
たのか」「どんな判断をした
のか」を簡単にまとめていま
す。〔読み解きポイント〕にも
対応しています。

How to use

H
ow

 to u
se

判決文・決定文は，この
事件について裁判所がど
う判断したか，という部
分。言い回しや言葉づか
いが難しいところもある
けれど，がんばって読ん
でみよう！

この判決・決定
が示したこと

 解説を読むと，  
この判例の意義
や内容をより深く
理解できるよ！



Explanatory Notes

ⅹ

凡例

判例について

略語

表記の例

[裁判所]

最大判（決） 最高裁判所大法廷判決（決定）

最判（決） 最高裁判所判決（決定）

高判（決） 高等裁判所判決（決定）

地判（決） 地方裁判所判決（決定）

[判例集 ]

民集 最高裁判所民事判例集

刑集 最高裁判所刑事判例集

下民集 下級裁判所民事裁判例集

下刑集 下級裁判所刑事裁判例集

判時 判例時報

「最高裁判所」の大法廷で，平成27年12月16日に言い渡された「判
決」であること，そしてこの判決が「民集」（最高裁判所民事判例
集）という判例集の69巻 8号2427頁に掲載されていることを示
しています。

最高裁平成 27年12月16日大法廷判決（民集69巻8号2427頁）
最大判平成 27・12・16民集 69巻8号2427頁

判決文・条文などの
引用について

「　」で引用してある場合は，原則と
して原典どおりの表記としていますが，
字体などの変更を行ったものや，濁点・
句読点，ふりがな，下線，傍点など
を補ったものがあります。引用の「　」
内の〔　〕表記（小書き）は，著者に
よる注であることを表します。

その他
有斐閣『憲法判例百選Ⅰ・Ⅱ 〔第 6版〕』
の引用は，「百選Ⅰ-1」のように巻の
番号と項目番号のみを示しました。

法令名について

略語
憲　　　　憲法
民 民法
刑 刑法
裁 裁判所法
所税 所得税法
郵便 郵便法

＊以上のほかの法令名の略称は，有斐閣『ポ
ケット六法』巻末の「法令名略語」によりま
した。



Chapter

　日本国憲法第3章は，「国民の権利及び義務」

について定めており，一般に「権利章典」や

「権利カタログ」，「人権カタログ」などと呼ばれ

る。憲法で人々の権利を保障するというやり方

は多くの国の憲法でみられ，わが国でもすでに

明治憲法（大日本帝国憲法）のときから憲法典に

権利章典が定められている。

　それぞれの憲法典で保障される「権利」の多

くは，自由権や平等，所有権など，人が生まれ

ながらにして有すると考えられている自然権を

中心とする。実際，日本国憲法をみてみると，

平等原則（14条 1項），信教の自由（20条），財

産権保障（29条）などが保障されていることに

気がつく。日本国憲法は，憲法が保障する「基

本的人権」は，「侵すことのできない永久の権

利」だという（11条参照）。

　では，憲法が「基本的人権」を保障するとい

うのは，どのような意味なのだろうか。言い換

えれば，憲法は「誰の」基本的人権を，「誰か

らの」侵害から，「どのように」守ってくれる

のだろうか。このような問題を考えるのが，人

権総論のテーマである。

　憲法が保障する基本的人権のうち，最も基礎

的なものとして理解されているのが，個人の尊

重や幸福追求権を保障する13条と法の下の平

等を保障する14条1項である。

　また，憲法で定められていないようにみえる

権利であっても，重要なものがあるかもしれな

い。たとえば，情報化社会が進展するにつれて，

個人情報保護の重要性が認識されるようになっ

たが，日本国憲法には，「個人の情報を公権力

に取得されない自由を保障する」という条文は

存在しない。このような場合にはどうすればよ

いだろうか。

Contents

Ⅰ　人権総論・包括的基本権
Ⅱ　精神的自由
Ⅲ　経済的自由・社会権
Ⅳ　人身の自由・選挙権・国務請求権
Ⅴ　統治機構
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Chapter

Introduction人権総論・包括的基本権Ⅰ

1．人権総論

熱心に環境保護運動をやっている外国人留学生のAさんが，ある会社の採用試験を受け
たら，「環境保護運動をやる学生なんて，わが社の社風に合わない」って言われちゃった
んだって。憲法は思想・良心の自由や表現の自由を保障しているのにおかしいんじゃな
いかな？それに，この会社，実は外国人を差別しているのかもしれないよね？

　日本国憲法は，「国民」の権利を保障している（11条参照）。しかし，日本で暮らして
いる人の中には，外国人も存在する。また，我々の社会には，学校や会社のように，あた
かも人と同じように契約を結んだり，不動産を所有したりする団体も存在する。これら
の人や団体は，「国民」ではない。そうすると基本的人権が保障されないのだろうか。
　しかし，憲法が保障する基本的人権の多くは，人が生まれながらに有すると考えら
れている権利なのだから，外国人だというだけで基本的人権が保障されないというの
はおかしい。また，団体に基本的人権が保障されないというのもおかしい。たとえば
新聞社に表現の自由（21条 1項）が保障されないとか，宗教団体に信教の自由（20条
1項）が保障されないのはどう考えてもヘンである。
　もっとも，憲法が保障する基本的人権の中には，外国人や団体に保障するのが難し
いものもある。たとえば，憲法は選挙権（15条）や苦役からの自由（18条）を基本的
人権として保障しているが，外国人に選挙権が保障されているとは考えにくいし，団
体が「苦役」を強制されることも考えられない。
　そこで，外国人や団体に基本的人権の保障が及ぶとしても，一般の日本国民に対す
る保障とは何らかの違いが出てくることになる。それではどのような違いがあるのだ

ろうか。これが「人権の享有主体性」という論点である。［判例 01］では外国人の人
権享有主体性が，［判例 02］では団体（法人）の人権享有主体性が問題となっている。
　また，憲法が基本的人権を保障するということは，言い換えれば，憲法は国家に
人々の人権を侵害するなと命じているということでもある。
　しかしながら，憲法が保障しようとしている基本的人権は，国家以外の誰かによっ
て傷つけられることもある。憲法14条 1項は，法の下の平等を保障し，差別を禁じ
ているが，たとえば就職の際の女性差別など，国や地方公共団体ではない私

し

人
じん

によっ
て惹き起こされている差別はたくさんある。
　憲法は，このような私人による人権侵害からも私たちを守ってくれるのだろうか。

この点は，人権の「私
し

人
じん

間
かん

効力」の問題として論じられてきた。［判例 03］ではこの
点が議論されている。
　憲法に反する法律，命令などは，その効力を有しない（98条 1項）。しかし，憲法
が基本的人権を保障すると定めたからといって，その保障が自動的に実現するわけで
はなく，その実効性を確保するための仕組みが必要となる。中でも重要なのが，裁判
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所が，国の法律や地方公共団体の条例などが憲法に違反していないかをチェックする
仕組み（違憲審査制）である。日本国憲法81条は，最高裁判所が違憲審査権を有する
と定めている（→Chapter Ⅴ Introduction）。

2．包括的基本権

警察官が無断で自分の生活を監視しているなんてことがあったらぞっとする。プライバ
シー侵害だよ。でも，憲法のどこにも「プライバシー」なんて書いてないんだよね。

　憲法 13条は，すべての国民が個人として尊重されること，それぞれの人が自分の
幸福を追い求めること（幸福追求）を権利として保障してもいる。
　憲法が保障する幸福追求権の意味については，学説上の対立があるが，通説的には，
「それぞれの人が自分らしく生きる（難しい言葉で「人格的自律」という）ために不可欠
な権利」を意味すると考えられている。具体的には，自分の名誉（名誉権），自己決定
権などがそこに含まれるとされる。
　また，憲法には明確に定められていない権利や利益であっても，「それぞれの人が
自分らしく生きるために不可欠」なものであると考えられるようになれば，そのよう
な権利や利益は憲法 13条が保障するものと考えられている。その意味で，憲法 13
条には新しい権利の母体となる性質があるとされる。これを包括的基本権性という。
そのような権利として，プライバシー権などが憲法13条で保障されるのではないか

が議論されてきた［→判例 04，判例 05］。
　憲法 14条 1項は，「すべて国民は，法の下に平等であって，人種，信条，性別，
社会的身分又は門地により，政治的，経済的又は社会的関係において，差別されな
い」と定めている。
　もっとも，現実には，国の法律などでは，ある人とある人とを何らかの形で区別し
て取り扱わなければならない場面が多々ある。そこで，何らかの区別があることが常
に憲法14条1項違反となると考えるのではなく，「合理的な理由」のない区別（差別）

が憲法違反となると考えられている（相対的平等）［→判例 06］。
　しかし，自分の力で克服することのできない人種，性別や社会的身分などを理由と
して区別されることは過酷である。憲法14条 1項が「人種，信条，性別，社会的身
分又は門地により……差別されない」と定めているのは，これらの観点からの区別が
とりわけ問題だと考えている証だということもできるだろう。そこで，このような観

点からの区別などは，厳しく審査するべきだと考えられている［→判例 07］。また，
この領域では，近年，違憲判断を含む重要な判決が出されている。その多くが現代の

家族関係の変化を重視した議論を行っていることも興味深い［→判例 07，判例 08，

判例 09，判例 10］。
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事案をみてみよう
　X（ロナルド・アラン・マクリーン氏）は，アメリカ合衆国国籍の者である。Xは，
1969（昭和44）年 5月，わが国での在留期間を1年とする上陸許可を受け，来日した

＊1
。

Xは，大学で日本美術などを専攻したこともあり，日本の古典音楽に強い関心を持っ
ており，外国語学校で英語教師として勤務するかたわら，琵琶・琴の修練など日本の
音楽文化を研究してきた。1年後の1970（昭和45）年 5月，Xは，日本で英語教育を
行いつつ，琵琶・琴などの研究を継続する必要があったので，Y（法務大臣）に対しさ
らに日本に滞在できるよう，1年間の在留期間の更新を申請した。ところがYは，こ
れに応じず，「出国準備期間」として120日間の在留期間更新の許可をしたにとどま
った。Xは同年 8月，再更新の申請をしたが，やはりYは更新を許可しなかった。
その理由は，①Xが，A外国語学校での英語教師として在留資格を認められたのに，
入国後に（無届で）別の英語教育機関に転職したこと，②Xは，わが国在留中に，「外
国人ベ平

へい

連
れん

」
＊2
に所属し，主にベトナム戦争・安保条約等への異議を申し立てる定例集

会に参加したり，ビラ等を配布したりするなどの政治活動を行った，という点にあっ
た（更新が許可されなかったことについては，特に②が重視された。ただし，Xは実際にはこれ
らの活動で主導的役割を果たしたわけではなかった）。そこでXは，更新不許可処分の取消
しを求め，訴えを起こした。Xは，集会への参加などの政治活動は，憲法 21条が保
障する基本的人権の行使なのだから，これを理由に在留期間更新を不許可とすること
は許されない，などと主張した。第 1審は，政治活動を理由として更新不許可処分
にしたことは違法であるとして，処分を取り消したが，控訴審はXの主張を退けた
ので，Xが上告した。

読み解きポイント

外国人は，日本に在留すること（または引き続き在留すること）を求める権利をも
っているだろうか。
裁判所は，法務大臣が行った在留期間の更新を判断する際，どのような姿勢
で審査すべきだろうか。
日本に滞在する外国人は，どの程度，日本国憲法の基本的人権が保障される
だろうか。

1

2

3
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01 外国人の人権保障 マクリーン事件

最高裁昭和53年10月4日大法廷判決（民集32巻7号1223頁） ▶百選Ⅰ-1

＊1│
外国人がわが国に在留
しようとする場合，一定
の在留資格が必要とさ
れている。「在留資格」と
は，わが国に在留するた
めの資格のことであり，
日本における活動の目
的に応じて，「外交」，
「公用」，「経営・管理」，
「法律・会計業務」，「永
住者」など27種類に区
別されている。在留期間
は一定の場合を除き5年
を超えることはできない
（出入国管理及び難民
認定法2条の2，別表第
1～第1の5，第2）。当時
は，「出入国管理令」に
基づいて運用されてい
た。

＊2│
1969（昭和44）年，在日
外国人数名によって，ア
メリカのベトナム戦争介
入反対などの目的のた
めに結成された団体。
「ベ平連」とは，「ベトナ
ムに平和を！市民連合」
として1965（昭和40）年
に結成された，ベトナム
戦争に反対する市民団
体の略称である。「外国
人ベ平連」は「ベ平連」
からは独立した組織だ
ったようである。



判決文を読んでみよう
(1)　憲法は，日本国内における居住・移転の自由を保障するにとどまり（22条 1項），
外国人がわが国に入国することについてはなんら規定していない。このことは，国際
慣習法上，国家は外国人を受け入れる義務を負わず，特別の条約がない限り，外国人
の受入れまたはその条件について，自由に決定することができるとされていることと，
考えを同じくするものと解される。「したがって，憲法上，外国人は，わが国に入国
する自由を保障されているものでないことはもちろん，……在留の権利ないし引き続
き在留することを要求しうる権利を保障されているものでもないと解すべきである。」
(2)　出入国管理制度（当時の「出入国管理令」）では，法務大臣は，在留期間の更新を
適当と認めるに足りる相当の理由がある場合に限り，更新を許可することができると
されているが，その判断の裁量は広範なものとされている。「裁判所は，法務大臣の
右判断についてそれが違法となるかどうかを審理，判断するにあたっては，右判断が
法務大臣の裁量権の行使としてされたものであることを前提として，その判断の基礎
とされた重要な事実に誤認があること等により右判断が全く事実の基礎を欠くかどう
か，又は事実に対する評価が明白に合理性を欠くこと等により右判断が社会通念に照
らし著しく妥当性を欠くことが明らかであるかどうかについて審理し，それが認めら
れる場合に限り，右判断が裁量権の範囲をこえ又はその濫用があったものとして違法
であるとすることができるものと解するのが，相当である。」
(3)　本件更新不許可処分では，Xの政治活動が重視されたものと解される。「憲法
第 3章の諸規定による基本的人権の保障は，権利の性質上日本国民のみをその対象
としていると解されるものを除き，わが国に在留する外国人に対しても等しく及ぶも
のと解すべきであり，政治活動の自由についても，わが国の政治的意思決定又はその
実施に影響を及ぼす活動等外国人の地位にかんがみこれを認めることが相当でないと
解されるものを除き，その保障が及ぶものと解するのが，相当である。しかしながら，
……外国人の在留の許否は国の裁量にゆだねられ，わが国に在留する外国人は，憲法
上わが国に在留する権利ないし引き続き在留することを要求することができる権利を
保障されているものではなく，ただ，出入国管理令上法務大臣がその裁量により更新
を適当と認めるに足りる相当の理由があると判断する場合に限り在留期間の更新を受
けることができる地位を与えられているにすぎないものであり，したがって，外国人
に対する憲法の基本的人権の保障は，右のような外国人在留制度のわく内で与えられ
ているにすぎないものと解するのが相当であって，在留の許否を決する国の裁量を拘
束するまでの保障，すなわち，在留期間中の憲法の基本的人権の保障を受ける行為を
在留期間の更新の際に消極的な事情としてしんしゃくされないことまでの保障が与え
られているものと解することはできない。」Xの政治活動は憲法の保障が及ばないも
のとはいえないが，その活動には，わが国の外交政策を非難し，日米関係に影響を及
ぼすおそれがないとはいえないものも含まれており，Yが，当時の情勢に鑑み，在留
期間更新を適当と認めるに足りる相当の理由があるといえないと判断したとしても，
違法であるとはいえない。
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この判決が示したこと

 外国人には，憲法上，わが国に在留することを要求する権利は保障されないと判
断した。
 法務大臣には，在留期間の更新を判断することについて広い裁量

＊3
があり，裁判

所は，その判断が，全く事実に基づくものでない場合や，社会的にみて著しく妥当
でないことが明らかであるような場合に限り，違法とすることができる，とした。
 憲法が保障する基本的人権は，権利の性質上日本国民のみを対象とするものを
除き，日本に滞在する外国人にも同じように及ぶが，これは，外国人在留制度の
枠内で与えられているにすぎない，とした。

解説
　Xの在留期間の更新（延長）が認められなかった主な理由は，Xの政治活動であっ
た。このため，本件では，Xの政治活動を理由に在留期間の更新を認めないのは憲法
違反ではないのかが争われた。
　この判決は，まず，誰を自国に受け入れるかは，国家が自由に決定できるという国
際慣習法上の原則をふまえ，憲法上，外国人がわが国に在留する権利は認められない
とした（判決文(1)）。そうすると，どの外国人がどの程度日本に滞在できるかは，制
度上，法務大臣の判断にかかってくる。最高裁は，その判断が法務大臣の広い裁量に
任されていることを確認した上で，それが違法となるかどうかの判断枠組みを示した
（判決文(2)）。これは，行政に対する裁判所の審査のあり方としては極めて緩やかなも
のといわれる（「社会観念審査」と呼ばれる）。そして判決は，権利の性質上日本国民の
みを対象としているもの（たとえば国政選挙での選挙権・被選挙権など〔公選9条・10条〕）

を除き，外国人にも基本的人権が保障されるが（このような考え方は「権利性質説」と呼
ばれる），これらの権利も，在留制度の枠の中で認められるにすぎないので，政治活
動をしたことを，在留期間更新の際にマイナス要素としてカウントしても許される，
と判断している（判決文(3)）。
　外国人に基本的人権が保障されるとはいうものの，それがどの程度保障されるかは，
結局，法務大臣がその外国人をどのような形で日本に在留させるかの判断に左右され
てしまい，しかもその判断については，裁判所の審査が及ばない部分が極めて多い，
という構図が，この判決からは読み取れる。

1

2

3
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＊3│
「裁量」とは，自身の考え
によって判断・処理する
ことをいうが，ここでの
「裁量」は，行政が具体
的な行為（行政行為）を，
いつ，どのようにするか
（しないか）について基
本的には行政の自由な
判断に任されている状
態を意味している。
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